
第1章 大 臣 官 房

第1節 国 会 関 係

1 平成20年中の国会状況

平成20年中には次の2国会が開催された。

国会回次 召集日 閉会日 会 期
第169回通常会 20．1.18 20．6.21 156日間
第170回臨時会 20. 9.24 20.12.25 93日間

2 第169回国会(通常会)の総括

⑴ 会 期
第169回国会は越年となった臨時国会の閉会日(1月

15日(火))から3日後の1月18日(金)に召集された。
会期は当初6月15日(日)までの150日間とされてい

たが、6月13日(金)に6月21日(土)まで6日間延長さ
れ、156日間の会期となった。

⑵ 開会式、施政方針演説と代表質問
1月18日(金)に開会式が行われ、同日の(衆)(参)本

会議で福田内閣総理大臣の施政方針演説、高村外務大
臣の外交演説、額賀財務大臣の財政演説、大田国務大
臣の経済演説の政府四演説が行われた。
福田総理は施政方針演説で、国民本位の行財政への

転換、社会保障制度の確立と安全の確保、活力ある経
済社会の構築等の基本方針を示し、「今年は『生活者や
消費者が主役となる社会』へのスタートの年」と位置
づけ、消費者行政を一元的に進めるため、強い権限を
持つ新組織を発足させる考えを表明した。
政府四演説に対する代表質問は、衆議院では1月21

日(月)、22日(火)の2日間、参議院では22日(火)、23
日(水)の2日間行われた。

⑶ 予 算 審 議
ア 予算案の提出と提案理由説明

平成19年度補正予算案及び平成20年度総予算案
は、今国会召集日の1月18日(金)に提出され、両案
について、衆議院では1月25日(金)に、参議院では
1月29日(火)に提案理由説明が行われた。

イ 補正予算審議

補正予算審議を行うにあたり、まず1月25日(金)
に集中審議が行われた。その後、提案理由説明、質
疑を経た後、29日(火)に(衆)本会議で可決され(参)
に送付された。
参議院では、2月6日(水)に(参)本会議で採決さ
れ反対多数で否決された。
このため、両院協議会が開かれ協議されたが、成
案を得られなかったことから、憲法第60条の規定に
より、衆議院の議決が国会の議決となり、6日(水)
に補正予算案は成立した。
ウ 本予算審議

衆議院では2月7日(木)から平成20年度本予算の
審議が始まり、ガソリンの暫定税率、道路特定財源
のほか、イージス艦と漁船との衝突等が議論された。
両院議長あっせんにより「総予算の審査に当たっ
ては、公聴会や参考人質疑を含む徹底した審議をし
た上で年度内に一定の結論を得る」とされたことを
踏まえ、20日(水)には、(衆)予算委で初となる地方
公聴会が開催され、22日(金)に中央公聴会が開催さ
れた。29日(金)の締めくくり質疑・採決では、野党
は「十分な審議が尽くされていない」として、締め
くくり質疑・採決を欠席し、与党のみで行われた。
同日の(衆)本会議では、共産党を除く野党が欠席の
下、採決が行われ可決した。野党は、与党が強行採
決を行ったとして、この採決を巡り、強く反発した。
参議院では3月4日(火)、5日(水)、6日(木)と
委員長職権で委員会が立てられたが、野党が欠席し
たため、定足数に満たないことから委員会はいずれ
も流会となった。その後、予算審議は13日(木)から
開始された。
28日(金)に(参)予算委で締めくくり質疑・採決が
行われ反対多数で否決され、同日の(参)本会議では
反対多数により平成20年度総予算は否決された。
このため両院協議会が開かれ、協議されたが、成
案を得られなかったことから、憲法第60条の規定に
より、衆議院の議決が国会の議決となり、28日(金)
に平成20年度総予算は成立した。

⑷ 決 算 審 議
平成18年度決算は、第168回国会開会中の平成19年
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11月20日(火)に(衆)(参)両院に提出され審議が続けら
れていた。今国会では、1月18日(金)に(衆)(参)とも
委員会付託された。
ア (衆)決算行政監視委

農水省は、厚労省、経産省とともに第3分科会で
審査されることとなり、4月21日(月)及び22日(火)
に行われた。
6月6日(金)には、締めくくり総括質疑・採決が

行われ、議決が行われた。農水省に対しては、食の
安全・安心、担い手の育成、農山漁村の活性化に対
して指摘が行われた。

イ (参)決算委
農水省の省庁別審査は、5月12日(月)に経済産業

省、環境省、農林漁業金融公庫及び中小企業金融公
庫関係とともに行われた。
6月9日(月)には、締めくくり総括質疑・採決が

行われ、平成18年度決算は否決された。
その際、審査措置要求決議案及び警告決議案の取

扱いについて与野党の意見が一致しなかったことか
ら、両決議案の議決は行われなかった。

⑸ 法 案 審 議
ア 法案審議概要

政府提出法案は、新規提出法案80件、継続法案4
件であり、新規提出法案のうち63件が成立（成立率
79％)、継続法案からは成立法案はなかった。
(衆)議員提出法案は、新規提出法案32件のうち14

件が成立し、継続法案33件からは成立法案はなかっ
た。
(参)議員提出法案は、新規提出法案27件のうち3

件が成立し、継続法案8件からは成立法案はなかっ
た。

イ 重要法案等の審議結果
① 租税特別措置法案等歳入法案

ガソリン税の暫定税率等を含む租税特別措置法
案等歳入法案の扱いが焦点となった。
衆議院では2月29日(木)の(衆)本会議で共産党

を除く野党が欠席する中可決したが、参議院では
法案の委員会付託が行われないまま年度末目前と
なった。
3月28日(金)には、両院議長立会いの下、与野

党幹事長で税法の年度末処理について協議が行わ
れ、ガソリン税の暫定税率を除く租税特別措置に
ついて「つなぎ法案」に合意し、3月31日(月)の
(衆)(参)本会議で可決し成立した。
このため、4月1日(火)からガソリン税の暫定

税率については廃止され、ガソリン価格が値下げ

されることとなった。
その後、歳入法案については、参議院で採決に
至らなかったことから、憲法第59条の規定に基づ
き、衆議院議決後60日後となる4月30日(水)に衆
議院で再議決し、成立した。このため、ガソリン
税の暫定税率も5月1日(木)から復活し、ガソリ
ン価格は値上げされることとなった。
② 道路財源特例法案

道路財源特例法案については、3月13日(木)に
衆議院を通過したが、福田総理は3月27日(木)に
道路特定財源を廃止し、平成21年度から一般財源
化することを表明した。
参議院では5月9日(金)に(参)財金委員会で否
決、5月12日(月)に(参)本会議で否決されたもの
の、5月13日(火)に(衆)本会議で再議決され成立
した。
③ 同意人事

第169回国会では、国会同意人事について、過去
最多となる9人が参議院で不同意とされた。

⑹ 福田総理問責決議案の提出
ガソリンの暫定税率、道路特定財源に関する税制関
連法案についての衆議院での再議決、日銀総裁人事を
めぐる状況や年金問題、後期高齢者医療制度への対応
を背景に、野党は福田総理問責決議案を6月11日(水)
に提出し、(参)本会議において可決された。総理への
問責決議案が可決されるのは、現行憲法下で初であっ
た。
一方、衆議院では12日(木)に内閣信任決議案を提出
し可決した。

⑺ 会 期 延 長
会期末が迫る中、(参)外防委においては、条約と法
案の審議を求める与党に対し、野党からは防衛省への
過剰接待に関する証人喚問が求められ、議論が平行線
のまま審議が行われない状況が続いていた。会期延長
が無い場合、衆議院から(参)に送られた日ASEAN経
済連携協定等条約6本が不承認となることから、自然
承認となる6月21日(土)までの6日間の会期延長が、
6月13日(金)の(衆)本会議で議決された。

⑻ 農林水産委員会関係
ア 農水省提出法案の審議結果

農水省からは6件（年度末の日切れ法案1件、同
扱い法案2件、予算関連2件）の法案を提出し、全
てが成立した。
なお、年度末までに成立することが困難と見込ま
れた生糸輸入調整法廃止法案（日切れ扱い法案）に
ついては、(衆)農水委において与党から「施行期日
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を、4月1日から公布の日に改める」旨の修正案が
提出され、可決された。
なお、農水省が共管となる、ペット用飼料安全確

保法案は環境委で、農商工連携法案は経産委で、観
光圏整備法案は国交委で審議されそれぞれ成立し
た。

イ 主な議員提出法案の動き
① (参)農業者戸別所得補償法案

第168回国会(臨時会)の(衆)農水委で継続とさ
れ、今国会では1月18日(金)に農水委に付託され
た。
5月8日(木)に質疑、採決が行われ、賛成少数

で否決された。
② 食の安全・安心対策関連3法案

((衆)食品情報管理システム法案、(衆)農林物
資規格化法案、(衆)食品安全性確保法案)
中国産冷凍ギョウザによる食中毒問題や相次ぐ

消費期限及び製造日、原材料表示等の偽装事件等
を踏まえ、民主党から4月17日(木)に衆議院に提
出された。
5月15日(木)に(衆)農水委に付託されるととも

に同日提案理由説明が行われた。その後、審議が
行われないまま継続審議とされた。

③ (衆)有明特措法延長
1月18日(金)に(衆)農水委に付託されたが、今

国会では審議は行われず、継続審議とされた。
ウ その他の審議事案

国際的な原油価格、穀物価格の高騰を受け、農林
水産業への影響等について議論された。
畜産物価格については、2月20日(水)に(衆)(参)

農水委で委員会決議が行われた。その後、畜産物価
格が期中改訂されることとなり、(参)農水委「食料
需給ひっ迫及び価格高騰問題決議」が行われた。
昨年度実施された米緊急対策のうち、農業団体が

取り組むこととなった18年産米の販売残10万トン相
当量の自主的な非主食用(飼料)への処理について議
論をするため、(衆)農水委では4月2日(水)に全
中・全農常務を、(参)農水委では4月10日(木)に全
中・全農の担当理事及び常務を参考人として招致し、
質疑が行われた。
6月2日(月)から8日(日)にかけて若林農林水産

大臣は、FAO の世界の食料安全保障に関するハイ
レベル会合、OECD閣僚理事会及びWTO非公式閣
僚会合に出席し、その報告を6月10日(火)の(参)農
水委で行った。

3 第170回国会(臨時会)の総括

⑴ 臨時国会召集、会期、首班指名、組閣
臨時国会は9月24日(水)に召集された。会期は当初
11月30日(日)までの68日間とされていたが、11月28日
(金)に12月25日(木)までの25日間の会期延長が行わ
れ、会期は93日間となった。
9月24日(水)の(衆)(参)本会議では、議席の指定、
特委の設置等院の構成が行われるとともに、首班指名
が行われた。衆議院では自民党麻生総裁、参議院では
民主党小沢代表が指名され、憲法の規定により、衆議
院の議決が国会の議決となり、麻生太郎総裁が第92代
内閣総理大臣に指名された。
同日に組閣が行われ、農林水産大臣には石破茂衆議
院議員が任命された。
29日(月)に副大臣、大臣政務官の任命が行われ、農
林水産省では(衆)(公)石田祝稔副大臣、(衆)(自)近藤
基彦副大臣、(衆)(自)江藤拓大臣政務官、(参)(自)野
村哲郎大臣政務官が任命された。

⑵ 開会式、所信表明演説と主な議論
9月29日(月)に開会式が行われるとともに、(衆)

(参)本会議において、常任委員長の選任等のほか、麻
生内閣総理大臣の所信表明演説と補正予算提出に伴う
中川昭一財務大臣の財政演説が行われた。
麻生総理は、所信表明演説において、日本経済は全
治3年と位置づけ、日本経済の立て直しに最優先に取
り組むとした。また、農水省関係では事故米穀問題へ
の対応、食料自給率50％を目指すことなどが表明され
た。
所信表明演説に対する代表質問は、(衆)本会議にお
いて10月1日(水)、2日(木)の2日間、(参)本会議に
おいて2日(木)、3日(金)の2日間行われた。

⑶ 補正予算審議
政府は9月29日(月)に「安心実現のための緊急総合
対策」として平成20年度第一次補正予算（総額1兆8
千億円）を提出した。
農林水産省関係では、燃油・飼料・肥料価格の高騰
対策、強い農林業の創出対策、森林吸収源対策、災害
対策等に総額2,602億円が計上された。
衆議院では、10月8日(水)に(衆)予算委で可決、同
日(衆)本会議において可決し、(参)に送付された。
参議院では、16日(木)に(参)予算委で可決、同日(参)
本会議において可決し、成立した。

⑷ 法 案 審 議
ア 法案審議概要

政府提出法案は、新規提出法案15件のうち10件が
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成立(成立率66.7％)し、継続法案19件のうち4件が
成立した。
(衆)議員提出法案は、新規提出法案3件のうち1

件が成立、継続法案37件からは成立法案はなかった。
(参)議員提出法案は、新規提出法案13件、継続法

案5件からは、いずれも成立法案はなかった。
イ 重要法案の審議結果
① テロ対策補給支援特措法案

テロ対策のためインド洋での自衛隊による給
油・給水を行う補給支援活動の期限が21年1月15
日(木)までとなっており、これを1年延長する法
案が9月29日(月)に衆議院に提出された。
同法案は衆議院では、テロ防止・イラク支援特

別委員会において10月20日(月)に可決、翌21日
(火)の衆議院本会議で可決し、参議院に送付され
た。
参議院では、22日(水)の(参)本会議で趣旨説

明・質疑を行い、外交防衛委員会において12月11
日(木)に否決、翌12日(金)に(参)本会議で否決さ
れ、衆議院に返付された。
衆議院では同日の本会議において、憲法第59条

第2項の規定に基づき再議決を行い、出席議員3
分の2以上の多数で再可決され、成立した。

② 金融機能強化法案
米国でのサブプライムローン問題を契機に金融

不安が世界的に広がった。
こうした中、政府は10月24日(金)に国内金融機

関に対する国からの資本支援を内容とする金融機
能強化法案を衆議院に提出した。
同法案は、農林中金などの協同組織金融機関に

ついても国からの資本支援の対象とするものであ
り、議論が行われた。
同法案は、衆議院では28日(火)に本会議で趣旨

説明・質疑を行った後、財金委で11月5日(水)に
修正の上可決した。翌6日(木)に(衆)本会議にお
いて同法案は修正議決の上、参議院に送付された。
参議院では、11月7日(金)の本会議で趣旨説

明・質疑を行った後、12月11日(木)に民主党提案
の修正案を可決（可否同数のため委員長決裁）し
た。翌12日(金)の本会議において同法案は修正議
決され、衆議院に回付された。
衆議院では、参議院からの回付案について不同

意とし、憲法第59条第2項の規定により、出席議
員3分の2以上の多数により再可決し、同法案は
衆議院の議決のとおり成立した。

③ 消費者庁設置関連3法案

福田前総理が重要課題の一つとして挙げていた
消費者庁設置関連3法案は、9月29日(月)に衆議
院に提出され、12月19日(金)に内閣委員会に付託
されたものの、審議は行われず、継続法案となっ
た。

⑸ 農林水産委員会
ア 法案審議

第170国会には、農水省からの法案の提出はなかっ
た。
議員立法については、金融機能強化法案が審議さ
れる中、民主党から、農協、漁協、土地改良区等に
政治的中立性を求めることを内容とする(参)農協法
等改正案が11月25日(火)に提出された。
本法案は、12月11日(木)に提案理由説明を行った
が、審議は行われず、継続法案となった。
イ 所信的挨拶等
① (衆)農水委

11月11日(火)に石破農林水産大臣による所信的
挨拶、副大臣及び大臣政務官の就任挨拶が行われ
た。
19日(水)に大臣の所信的挨拶に対する質疑が行
われた。
② (参)農水委

11月11日(火)に石破農林水産大臣による所信的
挨拶、副大臣及び大臣政務官の挨拶、事故米穀問
題に対する報告聴取が行われた。
13日(木)に大臣所信的挨拶に対する質疑及び事
故米穀問題に対する質疑が行われた。

ウ その他の審議事案
（事故米穀問題）
9月5日(金)に事故米穀が食用に流通していた事
案が公表され、その後、事故米穀の流通の追跡や在
庫の確認、業者への風評等で問題となっていた事故
米穀問題については、予算委等で議論されたほか、
(参)農水委において、以下のとおり厳しく追及され
た。
11月11日(火) 事故米穀問題に対する報告聴取

13日(木) 事故米穀問題に対する質疑
12月9日(火) 事故米穀問題に対する報告聴取及

び質疑
⑹ 衆議院解散要求決議案、参議院

民主、社民、国民新党が参議院に提出し可決した緊
急雇用対策関連4法案が、12月24日(水)、(衆)本会議
で否決された。
これを受け民主党は同日、衆議院解散要求決議案を
衆議院に提出したが、同日の(衆)本会議で否決された。
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また、同日、民主党は参議院審議権尊重決議案を参
議院に提出し、可決された。

第2節 新 聞 発 表 等

1 新 聞 発 表 等

農林水産行政施策等について、前年度同様農政クラ
ブ及び農林記者会に対して記者発表を行った。
主なものは次のとおりである。

⑴ 農業、林業及び漁業の動向に関する年次報告、農
林水産予算、国会提出法案等主要農林水産施策

⑵ 各種審議会、懇談会、国際会議、主要会議等の概
要

⑶ 水陸稲作柄概況をはじめ農産物の作付面積、飼養
頭羽数、生産量、漁獲量、流通等の農林水産統計及
び農林水産施策に関する資料を配付

⑷ 閣議後及び重要施策策定時等の大臣会見、事務次
官等会議後の事務次官会見等

2 農林水産省後援等名義使用承認

農林水産省後援名義等の使用承認は、農林水産業の
発展を図るという趣旨のもとに承認しており、前年度
同様に他省庁、都道府県及び各種団体等が主催する諸
行事（農林水産祭参加行事を含む。）の後援・協賛等
620件の名義使用承認を行った。

第3節 農 林 水 産 祭

1 農林水産大臣賞の交付と天皇杯等の授与

⑴ 農産等6部門
第47回農林水産祭参加表彰行事（平成19年8月1日

から平成20年7月31日までの間）として、全国各地で
開催された各種の品評会、共進会等は305行事であり、
交付した農林水産大臣賞は507点であった。
農林水産大臣賞受賞507点のうち、農産、園芸、畜産、
蚕糸・地域特産、林産、水産の6部門で特に優秀なも
のに天皇杯が授与され、それに次ぐものに対しては、
内閣総理大臣賞及び日本農林漁業振興会会長賞の授与
が行われた。
なお、その選賞は、農林水産祭中央審査委員会（会

長：八木宏典氏）において行われた。
⑵ むらづくり部門

各地方農政局のむらづくり審査会等において、農林
水産大臣賞に決定された16事例について、農林水産大

臣賞を交付した。
また、各地方農政局のむらづくり審査会等から天皇
杯等三賞の候補として推薦のあった7点の中から、農
林水産祭中央審査委員会の選考により特に優良なもの
について天皇杯、それに次ぐものに対して内閣総理大
臣賞及び日本農林漁業振興会会長賞が授与された。

2 農林水産祭式典等

⑴ 農林水産祭式典
農林水産祭式典は、勤労感謝の日の11月23日(日)11
時30分から明治神宮会館において、農林水産大臣賞受
賞者、各界代表者、中央・地方農林水産関係者など約
800人が出席して開催され、まず、近藤農林水産副大臣
の挨拶、次に農林水産祭中央審査委員会会長八木宏典
氏の天皇杯等選賞審査報告が行われた。その後、今村
(財)日本農林漁業振興会会長から天皇杯及び日本農林
漁業振興会会長賞、近藤農林水産副大臣から内閣総理
大臣賞の授与が行われた。
なお、天皇杯等の授与に先立ち、収穫に感謝し、農
林水産業者の労をねぎらうとともに、農林水産業の発
展を願う「収穫感謝」が行われた。

⑵ 天皇皇后両陛下拝謁及び業績説明
平成21年1月22日（木）14時に7部門の天皇杯受賞
者が皇居へ参内し、天皇皇后両陛下に受賞の御礼を申
し上げるとともに、業績の御説明を行った。

⑶ 実りのフェスティバル
第47回実りのフェスティバルは、11月14日(金)から
15日(土)の2日間、江東区有明の東京国際展示場（東
京ビッグサイト）西4ホール及び屋上展示場において
開催され、初日には、秋篠宮同妃両殿下にご視察をい
ただいた。
会場の天皇杯コーナーでは、天皇杯受賞者の業績を
紹介し、また、政府特別展示コーナーでは、「食料自給
率の向上と地球温暖化への対応に向けて」をテーマと
して、機能性成分を多く含む新品種・新食品やバイオ
マスの利活用などについて紹介したほか、「移動消費
者の部屋」を設置して消費者からの相談などに応対し
た。都道府県農林水産技術・経営普及展コーナーでは、
新しい農林水産技術や特徴ある農林水産物について、
パネル、実物等で紹介し、消費者の方々の農林水産業
への理解を深めた。
また、各都道府県による郷土の新鮮な農林水産物の
展示・即売及び29の農林水産関係団体による農林水産
業・食料についての啓発展示等が行われた。
更に、「日曜大工教室」、「親子の乗馬体験」等の家族
ぐるみで楽しめる多彩な催しを行い、来場者の好評を
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得た。
なお、実りの喜びを広く多くの人達と分かち合うた

め、17道県・6団体から提供された農林水産物を、東

京都社会福祉協議会東京善意銀行を通じて、都内の福
祉施設に贈呈した。
開催2日間の来場者は、約47,000人であった。

Ⅰ 平成20年度（第47回）農林水産祭天皇杯等三賞受賞者
1 天皇杯受賞者
部 門 出品財 住 所 氏 名 等 表 彰 行 事
農 産 経 営

(大 豆)
福岡県筑後市 農事組合法人百世

(代表 下川 粲)
第36回全国豆類経営改善共励
会

園 芸 経 営
(洋 ら ん)

栃木県宇都宮市 (株)キヌナーセリー
(代表 齋藤 英夫)

第57回全国農業コンクール

畜 産 経 営
(肉 用 牛 繁 殖)

沖縄県石垣市 多宇 司＊
多宇 明子＊

全国草地畜産コンクール

蚕糸・
地域特産

経 営
(こ ん に ゃ く)

群馬県利根郡昭和村 グリンリーフ(株)
(代表 澤浦 彰治)

第57回全国農業コンクール

林 産 産 物
(木 材)

大分県日田市 (株)日田十条
(代表 瀬戸 基彦)

第35回ＪＡＳ製材品普及推進
展示会

水 産 産 物
(水 産 練 製 品)

和歌山県田辺市 (株)たな梅本店
(代表 鈴木 隆平)

第60回全国蒲鉾品評会

む ら
づくり

む ら づ く り
活 動

新潟県上越市 櫛池地区農業振興会
(代表 小山 文男)

第30回豊かなむらづくり全国
表彰事業

2 内閣総理大臣賞受賞者
部 門 出品財 住 所 氏 名 等 表 彰 行 事
農 産 経 営

(水稲・麦・大豆)
石川県金沢市 宮川 美智夫 第57回全国農業コンクール

園 芸 経 営
(醸造用ぶどう)

北海道樺戸郡浦臼町 (有)鶴沼ワイナリー
(代表 今村 直)

第9回全国果樹技術・経営コ
ンクール

畜 産 経 営
(肉 用 牛 一 貫)

島根県益田市 農事組合法人松永牧場
(代表 松永 和平)

平成19年度全国優良畜産経営
管理技術発表会

蚕糸・
地域特産

産 物
( 茶 )

愛知県豊田市 石川 哲雄 第39回愛知県茶品評会

林 産 技 術 ・ ほ 場
(苗 ほ)

宮城県東松島市 大原 繁 平成19年度全国山林苗畑品評
会

水 産 経 営
(漁業経営改善)

宮崎県延岡市 北浦養殖マサバ協業体
(代表 中西 茂広)

第13回全国青年・女性漁業者
者交流大会

む ら
づくり

む ら づ く り
活 動

秋田県仙北市 田沢湖牛銘柄確立推進組合
(モートピア神代)
(代表 藤村 正喜)

第30回豊かなむらづくり全国
表彰事業

3 日本農林漁業振興会会長賞受賞者
部 門 出品財 住 所 氏 名 等 表 彰 行 事
農 産 経 営

(水稲・麦・大豆)
滋賀県長浜市 前田 和宏 第67回中日農業賞

農 産 生 活
(生 活 改 善)

兵庫県佐用郡佐用町 ほほえみ会
(代表 井口 美子)

平成19年度農山漁村いきいき
シニア活動表彰

園 芸 経 営
(青 ね ぎ 等)

広島県安芸高田市 広島北部農業協同組合クリ
ーンカルチャーグループ
(代表 桑原 博)

第37回日本農業賞

畜 産 経 営
(酪 農)

茨城県東茨城郡茨城町 海老澤 隆志 第38回全国酪農青年女性酪農
発表大会

蚕糸・
地域特産

産 物
(畳 表)

熊本県八代郡氷川町 早川 猛 第33回熊本県い業大会い草・
い製品品評会

第1章 大 臣 官 房― 34 ―



林 産 経 営
(林 業)

栃木県大田原市 帝国造林(株)
(代表 植竹 雅弘)

全国林業経営推奨行事

水 産 産 物
(水 産 加 工 品)

宮城県気仙沼市 (株)カネダイ
(代表 佐藤 亮輔)

第34回宮城県水産加工品品評
会

む ら
づくり

む ら づ く り
活 動

佐賀県伊万里市 川内野集落
(代表 平川 敏男)

第30回豊かなむらづくり全国
表彰事業

（注）氏名等欄に＊印を付したものは、夫婦連名の表彰である。

Ⅱ 農林水産祭むらづくり部門（第30回豊かなむらづくり全国表彰事業）農林水産大臣賞受賞団体
（東北ブロック）
岩 手 二戸市足沢地区 きばって足沢・70の会
宮 城 丸森町耕野芦沢地区 丸森町耕野芦沢集落
○秋 田 仙北市田沢湖神代地区 田沢湖牛銘柄確立推進組合（モートピア神代）

（関東ブロック）
栃 木 鹿沼市粟野地区 中・入粟野むらづくり推進協議会
○群 馬 渋川市行幸田地区 行幸田地域営農推進協議会
静 岡 沼津市戸田地区 ＮＰＯ法人 戸田塩の会

（北陸ブロック）
○新 潟 上越市清里区櫛池地区 櫛池地区農業振興会

（東海ブロック）
○三 重 津市美里町 美里フラワービレッジ

（近畿ブロック）
滋 賀 東近江市 読合堂営農組合
○京 都 京丹後市 岩木営農組合

（中国・四国ブロック）
○島 根 隠岐郡隠岐の島町久見 久見区
岡 山 赤磐市馬屋 農業後継者ふれあい市場「稚媛の里」
愛 媛 宇和島市三間町迫目 農事組合法人はざめ

（九州ブロック）
○佐 賀 伊万里市東山代町川内野 川内野集落
宮 崎 西都市銀鏡地区 銀鏡むらづくり推進会
鹿児島 曽於市中谷地区 中谷地区むらづくり委員会

（注）○印は各ブロックの最優良事例である。
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第4節 栄 典 関 係

農林水産業及び食品産業など関連産業の発展等に努
め、特に功績顕著であるものとして、春秋の叙勲及び
褒章を授与された者は次のとおりである。

1 春 秋 叙 勲

ア 平成20年4月29日（123名）
旭日重光章（1名）
旭日中綬章（1名）
旭日小綬章（7名）
旭日双光章（33名）
旭日単光章（46名）
瑞宝中綬章（11名）
瑞宝小綬章（14名）
瑞宝双光章（1名）
瑞宝単光章（9名）

イ 平成20年11月3日（112名）
旭日重光章（1名）
旭日中綬章（2名）
旭日小綬章（11名）
旭日双光章（29名）
旭日単光章（34名）
瑞宝重光章（1名）
瑞宝中綬章（6名）
瑞宝小綬章（12名）
瑞宝双光章（2名）
瑞宝単光章（14名）

2 春 秋 褒 章

ア 平成20年4月29日（50名）
緑綬褒章（1団体）
黄綬褒章（35名）
藍綬褒章（14名）

イ 平成20年11月3日（48名）
黄綬褒章（30名）
藍綬褒章（18名）

第5節 協同組合検査

1 協同組合検査の趣旨

農業協同組合、森林組合、水産業協同組合等の協同
組合系統組織については、他業態との競争の激化、金
融自由化の進展等、厳しい経営環境に置かれる中、組

合員の負託にこたえ、将来にわたって、農林水産物の
生産・流通や農山漁村の活性化といった役割を適切に
果たしていくためには、その自助努力と相まって、行
政庁検査の的確な実施を通じて経営の健全性を確保す
ることが必要である。

2 平成20年度の検査方針

農林水産省においては、平成20年度に、次のような
方針により公正かつ効率的な検査を実施した。
ア 検査周期

信用事業又は共済事業を行う連合会については原
則毎年検査を実施。また、それ以外の系統組織等に
ついては、原則として2～5年に1回の検査周期を
確保しつつ検査実施率の向上を図る。
イ 検査実施に当たっての留意事項
ア 法令等遵守態勢の確立、不正・不祥事件の再発
防止、財務状況の健全性の確保について重点的な
検査の実施
イ バーゼルⅡの実施、金融商品取引法の施行経営
環境の悪化等の法令や社会情勢の変化に的確に対
応した柔軟な検査の実施
ウ 社会的影響の大きい団体等に対する重点的な検
査の実施
エ 都道府県からの要請があった場合の要請・連携
検査の最大限の受け入れ

ウ 検査重点項目
ア 役職員の法令等遵守態勢の確保及び内部統制の
確立
イ 不正・不祥事件の再発防止等の取組状況の検証
ウ 財務状況の健全性確保の検証（信用・共済事業
の自己査定及び償却・引当の適切性の検証を含
む。）
エ 内部監査及び監事監査の実施状況の検証

3 検査体制の強化等

検査方針に則して的確な検査を実施するため、検査
体制を強化するとともに、検査官、都道府県検査担当
職員等に対する研修を実施することにより検査技術等
の向上を図った。
ア 検査従事者の人員（20年度末）

本省85人（19年度末80人）
地方農政局60人（19年度末60人）

（沖縄総合事務局2名を含む。）
イ 研修実績
ア 協同組合検査職員研修

初任者研修（基礎コース） 5日間143名

第1章 大 臣 官 房― 36 ―



応用資産査定演習（中堅向け） 3日間 79名
中堅総合研修 4日間 67名
アップ・トウデイト研修 3日間 40名
初任者研修（発展コース） 5日間107名
金融商品・会計研修 5日間 62名
春期協同組合検査部部内研修 2日間 20名
秋期協同組合検査部部内研修 2日間 12名

イ 検査能力養成研修
事前研修 10日間 2名
インターン研修 5日間 1名

ウ 通信教育
証券アナリストコース 8ヶ月間 2名
ビジネス実務法務検定2級 3ヶ月間 2名

税理士本格受験コース 10ヶ月間 2名
行政書士コース 7ヶ月間 1名
宅地建物取引主任者コース 6ヶ月間 4名

4 検査の実績等

20年度の農林水産省の検査における指摘事項として
は例えば次のようなものがあり、また検査実績は表1
のとおりである。
ア 法令等遵守態勢の整備・強化
イ 不正・不祥事件の未然防止等への対応
ウ 個人情報保護・貯金者データ整備の適正化
エ 資産の自己査定及び償却・引当の適正化
オ 信用リスク管理態勢の整備・強化

表1 協同組合検査実績
対象機関数 検査実施組合数 実施率 延日数 延人日数

農業協同組合連合会等 183 73 39.9 784 5,352
森林組合連合会 47 17 36.2 179 651
水産業協同組合連合会等 89 45 50.6 470 1,898
農業信用基金協会 47 13 27.7 92 284
漁業信用基金協会 42 22 52.4 120 266
合計 408 170 41.7 1,645 8,451

第6節 情報の受発信

1 ホームページ、メールマガジン

ホームページ、メールマガジンについては、インタ
ーネットの普及に伴い、省の代表的な情報受発信手段
の一つとして位置づけ、積極的な活用を行った。
ホームページでは、内容の分かりやすさ、アクセシ

ビリティの改善とともに、作成・管理の利便性を向上
し、専門的な知識がなくても更新作業が行えることを
念頭に、CMS（コンテンツ・マネジメント・システム）
を導入した。これにより、プレスリリースをはじめと
する各種ページのフォーマットの統一を図るなど、利
用者の立場で分かりやすいコンテンツ作成に努めた。
また、ホームページ公開サーバの最適化で地方機関等
を集約し、一元的な管理体制を構築した。
なお、平成20年度の省のトップページアクセス件数

は、799万件であった。（参考：平成19年度トップペー
ジアクセス件数、458万件）
メールマガジンでは、農林水産施策に関心のある者

に対し、農林水産施策情報を積極的かつきめ細かく提
供するため、農林水産省メールマガジンを毎週金曜日
に発行するとともに、食品安全エクスプレスなど専門

メールマガジンの発行も行った。
平成20年度末時点の本省発行のメールマガジン発行
数は22誌、読者は延べ13万2千人となった。（参考：平
成19年度末時点メールマガジン発行数22誌、読者は延
べ12万3千人）

2 定期刊行物等

⑴ 農林水産省広報誌「aff（あふ）」
農林水産省広報誌「aff」は、主たる読者層を一般消
費者として、農林水産業における先駆的な取り組みや
農山漁村の魅力、食卓や消費の現状などを掲載した。
毎月16,000部発行し、全国の消費者団体、食育関係者、
公立図書館、自治体、大学、報道機関等に配布すると
ともに、毎月号をホームページにも掲載した。
また、誌面内容の企画、改善のため、毎月読者アン
ケートを同封し、読者の反応や意見・感想の把握を行
った。
さらに、特徴的な取り組みとして、平成20年9月に
発生した事故米穀問題について、読者から「aff」で取
り上げて説明するべきとの意見を踏まえ、国民に対す
る説明責任を果たすべく、当初予定していた内容を急
遽変更し、事故米穀問題の特集号（平成20年12月24日
発行。12月号）を作成した。
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⑵ 農林水産省年報
平成19年4月1日から平成20年3月31日までの農林

水産省の取組、農林水産省施策を取りまとめ、農林水
産省年報19年度版として発行し、ホームページにも掲
載した。

⑶ 農林水産省パンフレット
平成19年度に、構成を施策分野別からテーマ別に見

直し、農林水産省側の目線で施策を紹介する内容であ
ったものを、国民の目線で、国民の日常生活との関わ
りから農林水産省の取組や施策を紹介する内容に見直
した。平成20年度においては、平成19年度の見直しを
基本として、変更が必要なデータ等を修正の上作成し、
来庁者等へ配布するとともに、ホームページにも掲載
した。

⑷ みんなで農業。『BRUTUS』
株式会社マガジンハウス発行の雑誌『BRUTUS』に、

特集企画「みんなで農業。」を掲載。読者層を「（特に
感度が高い）消費者」に絞った広報を展開した。雑誌
1冊すべてを使った本企画の反響は大きく、他のメデ
ィアでも農業企画に追随する傾向が見られた。
（平成21年2月15日発行、発行部数79,500部）
⑸ 中学校教師用解説書「食料の未来とわたしたちの
“いま”」
現在の食料問題について、学習の機会を拡げるため、
食料問題に関するDVD映像資料「食料の未来を確か
なものにするために」（平成19年度作成）と併用して中
学校の授業で活用するための教師用解説書を作成し、
全国の中学校及び教育委員会に配布した。

⑹ 省 内 報
省内コミュニケーションの活性化、ビジョン・ステ

ートメントの浸透・実行の円滑化、個人としての人間
力の向上等を目的として、省内報「まふのわ」を発行。
幹部や地方職員等へのインタビュー記事、省内各課の
仕事紹介を中心に掲載した。
（平成20年5月19日創刊、平成20年度は65号発行）

3 映像、ラジオ等

⑴ 農林水産省チャンネル
映像を使った迅速かつ正確な情報伝達を目的とし

て、利用者の多い民間の動画配信サイト（「YouTube」
及び「Yahoo! JAPAN」）に公式サイトを開設し、大臣
会見、施策紹介映像を中心に動画配信を開始した。
（開設日：平成20年10月3日）

⑵ ラ ジ オ
「農林水産ダイヤル」
ラジオNIKKEI において、毎週日曜日の10分間、平

成20年4月から平成21年3月の間に計47回放送された
農林漁業者向けの番組「農林水産ダイヤル」の制作に
際し、農林漁業に関する諸施策、農林漁業の動向及び
統計結果等を提供した。

4 地域での取組

全国の地方農政局及び農政事務所では、農林水産施
策の内容とその実行過程の透明性を図り、国民の施策
に対する理解の醸成を目的として、地域の説明会・会
議への参画、国民への個別訪問等により、直接、消費
者、生産者、オピニオンリーダー、地方公共団体、農
協等関係団体に対し、農林水産施策の情報を丁寧で分
かりやすく説明するとともに、これら施策に対する国
民各層の意見・要望や現地情報を収集する取組を行っ
た。
また、都道府県、農協等から発信されている地域の
農林水産関係情報を国民が容易に入手できるよう、各
地方農政局等のホームページ上の専用サイト（地域情
報ネットワーク）から、情報発信を行った。

5 内閣府政府広報との連携

内閣府政府広報室において、政府の施策等について、
国民からの理解と協力を得ることを目的として、各種
媒体による広報活動を行うとともに、国民の政府に対
する意見・要望を把握するため、国政モニターによる
広聴活動及び国民に対する意向調査を行っている。
平成20年度に行った当省関係の政府広報の主なもの
は次のとおりである。

⑴ テ レ ビ
ア 「新ニッポン探検隊！」
日本テレビ 日曜日6：30～6：45 他30局
（身近な情報を取材VTRによる“探検リポート”や
有識者等のインタビューを交えながら紹介する。）
○ 都市と農山漁村の共生・対流等10件

イ 「ご存じですか」～くらしナビ最前線～
日本テレビ 月・金曜日11：25～11：30 他30局
（国民生活に密着したテーマに関する情報及び告知
的なものについて、各府省の担当者や有識者等が出
演し、主婦層を主な対象に解説する。）
○ 地球環境に果たす農地・農業用水の役割等6
件

ウ 「キク！みる！」
フジテレビ 金曜日22：52～23：00 他1局
（暮らしに関係の深いタイムリーな話題を取り上げ、
取材VTRにより分かりやすく紹介する。）
○ めざましごはんキャンペーン等3件
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エ 「峰竜太のナッ得！ニッポン」
BS 朝日 月曜日21：00～21：30（再放送：日曜日
11：00～11：30）
（政府が現在取り組んでいる施策について、取材
VTR を挟みながらゲストとのトークやクイズを実
施し、幅広い年齢層を対象に紹介する。）
○ 耕作放棄地の解消に向けて等4件

オ 「Just Japan プラス」
テレビ神奈川 土曜日22：00～22：30 他15局
（国民生活に密着した施策について、取材VTRを含
むスタジオトークにより、わが国が直面している諸
課題についての理解を深める。）
○ 低炭素社会づくり行動計画等3件

カ 「MY JAPAN」
スタジオに多彩なゲストを招き、豊かな国づくりに
向けた様々な取り組みを紹介する。
○ 捕鯨問題について等3件

⑵ ラ ジ オ
ア 「栗村智のHAPPY！ニッポン！」
ニッポン放送 土曜日7：00～7：30 他10局
（暮らしに関係の深い行政の話題について、有識者
等とのトークを中心に国民各層を対象に分かりやす
く解説する。）
○ めざましごはんキャンペーン

イ 「中山秀征のBEAUTIFUL JAPAN!」
（若い世代に関心のあるテーマを取り上げ、トーク
とCMを通じて施策の基本を解説する。
○ 食料自給率の向上等3件

⑶ 出 版 物
「Cabi ネット」（A4変形判、20年度は11回発行。総
理の動きや政府の施策を分かりやすく伝えるビジュア
ル誌。）

○ 食料自給率の向上
⑷ 新 聞 広 告

「美しい森林づくり」、「「事故米」対応について」を
全国紙等に掲載した。

⑸ 政府インターネットテレビ
「農商工連携」をテーマに作成し、掲載した。

⑹ 広 聴 活 動
国政モニター随時報告
「食料自給率向上のために」や「減反政策と食の安全」
等4件のモニターからの質問について、回答した。

第7節 行政情報化の推進

1 電子政府の推進

電子政府の推進については、電子政府推進計画（平
成18年8月31日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡
会議決定）に基づき、世界一便利で効率的な電子行政
の実現を目標として、行政手続のオンライン利用の促
進を図るため、インターネット上の一つの窓口で申請
が行えるようにするとともに、各府省共通業務・類似
業務における共通システムの利用や、業務・システム
の一元化・集中化等の業務・システム最適化を行うた
め、以下の取組を実施した。

⑴ オンライン利用の促進
「オンライン利用促進のための行動計画」（平成18年
3月31日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決
定。）に掲げる年間申請件数の多い（年間申請件数10万
件以上）手続（①指定検疫物の輸入届出、②輸入植物
等の検査の申請、③採捕数量等の報告）を中心に、使
い勝手の向上のための改善を行うなど、オンライン利
用を促進する取組を実施した。

⑵ 業務・システムの最適化
ア 「動物検疫業務及び植物検疫業務（輸出入及び港
湾・空港手続関係業務）」については、最適化計画に
基づき、平成20年度中にシステム開発を完了した。
イ 「生鮮食料品流通情報データ通信システム」及び
「農林水産省情報ネットワーク（共通システム）」に
ついては、各最適化計画に基づき、システムの企画、
設計・開発を実施した。

2 行政事務のペーパーレス化（電子化）

平成20年度におけるペーパーレス化（電子化）の推
進方策を定め、重点的にペーパーレス化を推進する事
務を定めるなど、電子メール及び電子掲示板の活用に
よる行政事務のペーパーレス化を進めることにより、
行政事務の効率化、簡素化及び情報の共有化を図った。

3 セキュリティ対策

「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基
準」の改訂を踏まえ、農林水産省の情報セキュリティ
ポリシーである「農林水産省における情報セキュリテ
ィの確保に関する規則」の一部改正を行い、行政事務
従事者の情報の適正な取扱いの確保に努めた。
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第8節 年 次 報 告 等

1 食料・農業・農村の動向に関する年次報告

食料・農業・農村基本法第14条の規定に基づき、政
府は、「平成20年度食料・農業・農村の動向」及び「平
成21年度食料・農業・農村施策」を平成21年5月19日
に閣議決定し、同日付けで第171回国会に提出した。
食料・農業・農村基本計画のもとでの主要施策の進

捗状況、農村の現場や各主体（行政、農業関係機関、
農業者、事業者、消費者等）の具体的な取組状況等を
整理することにより、これらについて国民の関心と理
解を一層深めることを狙いとして作成した。全体の構
成としては、冒頭に、「事故米穀の不正規流通問題への
対応と消費者の食に対する信頼の回復に向けて」を記
述し、この1年の特徴的な動きを「トピックス」とし
て、「国内農業の食料供給力（食料自給力）の確保に向
けた取組」、「農村における雇用創出への取組」を紹介
した。本編では、第1章を特集章として、「水田フル活
用を通じた食料自給力の強化に向けて」を取り上げ、
第2章では、「食料」、「農業」、「農村」ごとに主な動向
について簡潔に記述した。特に、以下の点について力
点をおいて、当該分野の動向を分析、記述した。
第1章：食料品の価格上昇と食料消費の動向、生産

資材の価格上昇が経営に与えた影響と対応、水田フル
活用による食料自給力・自給率の向上、米粉利用の推
進を含む米の消費拡大、飼料自給力・自給率の向上に
向けた取組、需要に応じた生産の展開
第2章：食料自給力・自給率の向上に向けた戦略的

取組、食の安全と消費者の信頼の確保の取組、農業経
済、農業労働力の現状、担い手の育成・確保に向けた
取組、農業の体質強化と高付加価値化、資源・環境対
策の推進状況、農村地域の現状、農村の資源等の保全・
向上、農商工連携、雇用対策の推進状況、共生・対流
の促進を通じた農村地域の活性化

2 農業・食料関連産業の経済計算

「農業・食料関連産業の経済計算」は、食料供給に関
係する各種産業の経済活動を数量的に把握することを
目的とし、考え方及び推計方法は、「産業連関表」及び
「国民経済計算」に準拠している。
この経済計算は①農・漁業（きのこ等特用林産物を

含む。）及び食料関連産業の生産活動の結果をマクロ
の視点から把握した「農業・食料関連産業の経済計算」、
②農業部門の経済を生産と投資の両面から捉えた「農

業の経済計算」等から構成されている。
平成20年度においては、平成18年度版を公表した。
平成18年度の農業・食料関連産業の国内総生産はほぼ
前年並みで48兆5,807億円であった。農業・食料関連
産業は、全体の国内総生産（GDP）の9.5％を占めてお
り、農業は0.9％を占めている。

3 産 業 連 関 表

産業連関表は、国あるいは一定地域において1年間
に行われた財・サービスの産業相互間取引を一覧表に
表したものである。全国を範囲とする産業連関表は、
総務省、農林水産省をはじめとする関係10府省庁の共
同作業により、5年ごとに作成している。
平成20年度においては、「平成17年産業連関表」につ

いて計数の調整等を行い、平成21年3月に公表した。

第9節 農林水産省図書館

1 収 書

平成20年度に購入等により新たに収集した図書館資
料数は、図書4,906冊、DVD及びビデオテープ67タイ
トル、CD-ROM106タイトルである。
この結果、平成20年度末における図書館資料数は、
図書213,674冊、DVD 及びビデオテープ2,611タイト
ル、CD-ROM1,102タイトルである。
また、平成20年度の新聞・雑誌の購読数は1,052種（国
内931種、外国121種）である。

2 納本及び配付

平成20年度に国立国会図書館法に基づき、農林水産
省が発行した資料（以下「農林水産省発行資料」とい
う）の国立国会図書館への納本数は525種である。
また、他府省及び国内外の関係機関に対して、農林
水産省発行資料の配付を行った。

3 利 用

平成20年度の来館者数は31,668人、図書館資料の貸
出冊数は9,282冊であった。
また、当館と国立国会図書館並びに各府省の図書館
間での図書館資料の貸し借りは301冊（貸出135冊、借
受166冊）であった。

4 情報システムの活用

図書館利用者に対するサービスを迅速かつ正確に行
うため、図書館資料の貸出、返却手続、資料の検索等
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の業務をシステム化している。
また、インターネットから利用できるサービスとし

て、図書館資料の目録情報及び PDF ファイル化した
農林水産省発行の資料の閲覧・検索等のサービスを提
供している。
なお、平成20度は222冊の農林水産省発行資料の

PDFファイル化を行い、20年度末における PDFファ
イル数は2,525ファイルである。

5 電子・映像情報室

パソコン、ビデオデッキ、DVDプレイヤー、モニタ
ー等の機器を設置し、電子・映像資料の視聴の場を提
供している。

第10節 食料の安定供給の確保

1 食料自給率等の動向

⑴ 食料自給率の動向
我が国の食料自給率は、カロリーベースにおいて、

昭和40年度の73％から長期的には低下傾向で推移し、
ここ10年程度は40％前後で推移していたが、平成20年
度は前年度から1ポイント増加して41％となった。
一方、生産額ベースにおいても長期的に低下傾向で

あり、昭和40年度の86％から平成20年度は65％へと低
下している。

⑵ 食料消費の動向
我が国の食料消費は、高度経済成長期における所得

水準の向上等を背景にして量的に拡大するとともにそ
の内容も大きく変化してきた。具体的には、米の消費
が減少する一方で、肉類、牛乳・乳製品、油脂類等の
消費が増加してきた。
国民1人・1日当たり供給熱量は、昭和35年度の

2,291kcal か ら 39 年度に 2,400kcal 台、43 年度に
2,500kcal 台へと速いテンポで増加したが、その後、
増加傾向は緩やかになり平成8年度の2,670kcal をピ
ークに、近年は減少傾向にある。このような中、平成
20年度は、2,473kcal（対前年度78kcal 減）となった。
たんぱく質、脂質、糖質による供給熱量の割合（PFC
供給熱量比率）は、昭和35年度には P：12.2％、F：11．
4％、C：76.4％であったが、その後、急速に脂質の割
合が増加し、近年においてもその傾向は継続している。
このような中、平成20年度は、P：13.0％（対前年度
0.1ポイント増）、F：28.9％（同0.1ポイント増）、C：
58.1（同0.2ポイント減）となった。
なお、平成20年度の品目別の消費量（国民1人・1

日当たり供給純食料）についてみると、前年度と比べ、
豚肉、鶏肉等が増加し、牛乳・乳製品、米等が減少し
た。

⑶ 食料自給率に関する情報提供等
食料自給率は、国内生産だけでなく、国民の食料消
費のあり方によって左右されるものであるため、「食
料・農業・農村基本計画」（平成17年3月閣議決定）に
おいて設定されている食料自給率目標（平成27年度に
おいてカロリーベースで45％等）を達成するためには、
生産面での取組のみならず、消費面における国民参加
型の取組が不可欠である。
このような取組を促進するため、平成19年7月から
平成20年5月までの会合を通じ検討を重ねた「食料の
未来を描く戦略会議」が平成20年5月にとりまとめた
メッセージに呼応して、平成20年10月に食料自給率向
上に向けた国民運動「FOODACTION NIPPON」を立
ち上げた。この国民運動の中で、地元農産物の選択を
はじめとする5つのメッセージをもとに、食料自給率
の現状や食料自給率を高めていくことの意義等につい
て消費者に対して広報活動を行った。

表2 食料自給率等
（平成920年度。（ ）内は平成19年度）

供給熱量ベースの総合食料自給率（％） 41（40）
生産額ベースの総合食料自給率（％） 65（66）
総供給熱量（kcal） 2,473（2,551）
PFC供給熱量比率（％）

P（たんぱく質） 13.0（12.9）
F（脂質） 28.9（28.8）
C（糖質） 58.1（58.3）

品目別自給率
（％）

国民1人・1年当たり
供給純食料(kg)

米 95（94） 59.0（61.4）
小麦 14（14） 31.1（32.3）
大豆 6（ 5） 6.7（ 6.8）
野菜 82（81） 94.2（94.5）
果実 41（40） 40.1（41.2）
肉類 56（56） 28.5（28.2）
鶏卵 96（96） 16.8（17.1）
牛乳・乳製品 70（66） 86.3（93.3）
魚介類 53（53） 31.5（32.0）

2 不測時の食料安全保障

食糧・農業・農村基本計画に基づき、｢不測時の食料
安全保障マニュアル｣(平成14年3月策定。以下｢マニ
ュアル｣という。)について、国民に普及・啓発するため、
パンフレット、ホームページ等による情報提供を行う
とともに、世界の食料需給等に関する情報収集を行う
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とともに、マニュアルの実効性について点検を実施し
た。

3 食料需給等の動向と見通し

国内外の食料需給動向に関する情報の収集・分析及
び提供の一環として、世界の主要穀物等の需給動向を
分析した「海外食料需給レポート（Monthly Report）」
を平成20年7月から毎月公表した。また、10年後の世
界の食料需給見通しを定量的に予測・分析した「2018
年における世界の食料需給見通し」を平成21年1月16
日に公表した。さらに、これらの分析に我が国の農産
物貿易の動向などを加え、総合的に分析した「海外食
料需給レポート2008（年報）」を平成21年3月31日に公
表した。

第11節 資源・環境対策の推進

農林水産業は、自然循環機能を利用しながら営まれ
る活動であり、持続可能な農林水産業を推進すること
により、地球温暖化をはじめとした環境問題に適切に
対応していく必要がある。
バイオマス利活用、地球温暖化対策、生物多様性保

全をはじめ、環境政策の企画立案を一元的に担当する
組織として、平成15年7月に大臣官房環境政策課及び
環境政策課資源循環室を設置した。さらに平成19年4
月にバイオマス推進室を、平成19年8月に環境バイオ
マス政策課を、平成20年4月には地球環境対策室をそ
れぞれ新たに設置し、これまで以上に農林水産分野に
おける資源・環境対策を積極的に推進している。

1 バイオマス利活用の加速化

バイオマスに係る施策は、政府が一体として取り組
むべきとの観点から、「バイオマス・ニッポン総合戦略」
（平成14年12月閣議決定、平成18年3月改定）に基づき
進められている。

⑴ 国産バイオ燃料の利用促進
国産バイオ燃料の生産拡大は、地球温暖化防止や循

環型社会の形成、エネルギー問題への対応のみならず、
従来の農林水産物の用途の枠を超えたエネルギー用途
という新たな領域を開拓し、農山漁村の活性化にも貢
献するものとして期待が寄せられている。
このような観点から、平成19年2月に「国産バイオ

燃料の大幅な生産拡大に向けた工程表」が作成・総理
報告され、平成23年に国産バイオ燃料を5万 kl 生産
する目標が立てられた。
この工程表の着実な実施を図るため、農林水産省で

は、原料の調達からバイオ燃料の製造・販売まで地域
の関係者が一体となった大規模実証事業を進めてい
る。バイオエタノールについては年間3.1万 kl の生産
を目標として、バイオディーゼル燃料については年間
9千 kl の生産を目標として(平成20年度に新たに9地
区採択)、それぞれ取り組んでいる。
また、バイオ燃料の生産拡大による食料供給への影
響を考慮し、平成20年度からは、食料供給と両立する
バイオ燃料生産の実現に向けて、国内に豊富に存在す
る稲わら等の未利用バイオマスを有効活用することを
目的に、ソフトセルロース系原料の収集・運搬からバ
イオ燃料の製造・利用まで一貫した技術の確立を行う
実証事業を実施している。
バイオ燃料の生産拡大による食料供給への影響につ
いて、平成20年7月の北海道洞爺湖サミット首脳声明
において、「バイオ燃料の持続的な生産・使用に関する
施策と食料安全保障の両立を確保する」、「非食用植物
や非可食バイオマスから生産される第2世代バイオ燃
料の開発と商業化を加速する」と明記され、農林水産
省でも国際バイオ燃料基準検討会議を立ち上げ、バイ
オ燃料の持続可能性の基準や指標について我が国の考
え方を整理し、平成20年10月に取りまとめた。
また、バイオ燃料の生産・利用拡大を推進する措置
として、平成20年度税制改正において、バイオエタノ
ール混合ガソリンに係るバイオエタノール分のガソリ
ン税の軽減措置を創設した。
さらに、平成21年度予算概算決定において、平成20
年7月の北海道洞爺湖サミット首脳声明や平成20年10
月に施行された農林漁業バイオ燃料法等のもと、非食
料原料である第2世代バイオ燃料を活用した「次世代
バイオマス利活用推進対策」を措置することとなった。

⑵農林漁業バイオ燃料法
バイオ燃料の生産拡大を推進する「農林漁業有機物
資源のバイオ燃料の原材料としての利用の促進に関す
る法律」（平成20年法律第45号）が平成20年10月1日に
施行された。
本法は、バイオマスの生産者である農林漁業者等と
バイオ燃料製造業者が連携した取組に関する計画及び
バイオマスの生産及びバイオ燃料の製造の高度化に向
けた研究開発に関する計画を認定するものである。
本法に基づく支援措置として、農林漁業者に対する
農業改良資金等の償還期間の延長、バイオ燃料製造業
者に対する中小企業投資育成株式会社法の特例、研究
開発を行う者に対するバイオ燃料向けに育成された新
品種に係る種苗法の出願料・登録料の軽減措置等が講
じられている。
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さらに、認定計画に従って新設されたバイオ燃料製
造設備に係る固定資産税の課税標準を3年間1/2に軽
減する税制の特例措置も講じられている。
平成20年12月には、食料供給と両立できる非食用の

多収穫米を原料にエタノールを製造する取組が、本法
に基づく計画として初めて認定された。

⑶ バイオマスタウンの推進
地域のバイオマスを総合的に利活用するバイオマス

タウンについては、平成21年3月に構想策定市町村数
が196となり、平成22年度末に300市町村のバイオマス
タウン構想策定に向けて、着実な進展が図られている。
平成20年度には、「全国バイオマスタウンサミット」

等のシンポジウムを開催し更なる推進を図るととも
に、平成19年度に引き続き、全国9地区において「地
域バイオマス発見活用協議会」を設置し、地域に眠る
未利用バイオマスの調査、バイオマスに関するセミナ
ーの開催等を実施した。
また、バイオマスタウン構想の策定・実現や、バイ

オ燃料の利活用にあたり、豊富な技術的知見を有し、
関係者間の調整等地域の取組をコーディネートする
「現場で働くことのできる」人材の育成を実施した。
平成21年3月には、バイオマスタウン構想の実現及

び一層の普及に向け今後の政策展開の方向性を明確に
した「バイオマスタウン加速化戦略」を取りまとめた。
さらに、東アジア地域でのバイオマスタウン構想普

及支援のため、平成20年度はタイ、ベトナムの関係者
に日本国内で研修を行うとともに現地調査を行った。

2 農林水産分野における地球温暖化対策の
推進

IPCC（Intergovernmental Panel on Climate
Change：気候変動に関する政府間パネル）の報告書に
よれば、地球温暖化は加速的に進行しており、農林水
産業にも深刻な影響が生じると予測されている。我が
国においても、一部の農作物で高温障害等の発生が問
題となっている。
また、世界全体での地球温暖化対策の推進に資する

ため、我が国の農林水産技術を活用した国際協力が重
要である。
さらに、我が国の平成19年度の温室効果ガス総排出

量は、基準年比で約9％増加しており、京都議定書の
6％削減約束の達成は非常に厳しい状況にあることか
ら、森林吸収源対策、バイオマスの利活用など、京都
議定書目標達成計画に位置付けられている対策の加速
化を図ることが重要となっている。
このような状況を踏まえ、平成20年7月29日に「低

炭素社会づくり行動計画」が閣議決定され、同日付で
「農林水産省地球温暖化対策総合戦略」の改定を行い、
① 低炭素社会実現に向けた農林水産分野の貢献
② 農林漁業者の CO2削減努力を消費者にわかりや
すく伝える「見える化」
③ 農地が有する温室効果ガスの吸収源としての機能
の活用等の取組
を追加し、農林水産分野における地球温暖化対策を強
化した。今後、強化した戦略に基づき、農林水産分野
における地球温暖化対策を総合的に推進し、京都議定
書6％削減約束の確実な達成に努めていることとして
いる。
特に「CO2の見える化」に関しては、食料・農業・農

村政策審議会企画部会地球環境小委員会において具体
的な推進方向を検討した。「CO2の見える化」は、現場
の温室効果ガス排出削減の努力を定量的に把握し、こ
れを農林水産物に表示することにより、消費者の商品
選択の判断基準の一つを加えるとともに、消費者の温
室効果ガス排出削減の意識を醸成するものである。地
球環境小委員会における検討結果は、「農林水産分野
における省CO2効果の表示の指針」として平成21年3
月に策定・公表したところであり、本指針をもとに、
積極的に推進していくこととしている。

3 農林水産分野における生物多様性保全の
推進

「農林水産省生物多様性戦略」（平成19年7月6日農
林水産省新基本法農政推進本部決定）及び「第三次生
物多様性国家戦略」（平成19年11月27日閣議決定）に基
づき、有機農業をはじめとする環境保全型農業の推進、
生物多様性に配慮した生産基盤整備の推進、間伐等に
よる森林の適切な整備・保全、藻場・干潟の造成・保
全等、生物多様性保全をより重視した農林水産施策を
推進するとともに、農林水産業と生物多様性の関係を
定量的に計る指標の開発に着手した。
平成20年6月には生物多様性基本法が施行された。
同法第4条において、「国は、前条に定める生物の多様
性の保全及び持続可能な利用についての基本原則に則
り、生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する
基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施する責務
を有する。」とされた。
また、生物多様性の保全を重視した農林水産業の生
産活動を国民に分かりやすくアピールし、農林水産業
に対する理解の促進を図るため、「生きものマーク」に
ついて「農林水産省生物多様性戦略検討会（座長：林
良博東京大学教授）」において検討を行った。平成20
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年7月にとりまとめられた検討会の提言をうけ、生き
ものマークの事例集及び手引きの作成等を行い、現在、
限られた地域に留まっているこのような取組を全国各
地に広げていくこととしている。
平成20年10月から11月に韓国で開催された、ラムサ

ール条約第10回締約国会議においては、日本と韓国が
共同提案した「湿地システムとしての水田における生
物多様性の向上」が採択され、水田の持つ生物多様性
の保全に果たす役割が国際的に共有された。
これらを踏まえ、平成22年10月に名古屋で開催され

る生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）を契機
として、生物多様性保全を重視した農林水産業を一層
推進するとともに、わが国農林水産業が生物多様性保
全に果たす役割について国内外に発信し、理解を得て
いくこととしている。

第12節 農林水産政策研究

1 研究の推進状況

農林水産政策研究所は、農林水産政策に関する総合
的な調査及び研究を行うことを使命とし的確かつ効率
的に調査研究を実施するため、「農林水産政策研究所
政策研究基本方針」に基づき政策研究を進めている。
近年の農林水産業、農林水産政策をめぐる諸情勢の変
化に機動的に対応するため、平成19年度に領域・チー
ム制を正式に導入したところであり、20年度において
も引き続きこの体制のもとで、行政部局と連携をとり
つつ研究を推進した。

2 主要政策研究実施課題

⑴ 行政対応特別研究
行政部局からの具体的な要請に対応して以下の政策

研究を実施した。
ア 二国間交渉の戦略的対応に資するための EPA 締
結の影響及び関係国の政策の分析

イ 小学生の農山漁村での長期宿泊体験活動に係る課
題の整理・分析

ウ 中山間地域振興のための集落間連携の推進方策に
関する研究

エ 諸外国の農林水産研究開発、技術移転及び普及の
考え方と施策の展開状況並びに我が国の農林水産研
究及び普及政策との比較研究

オ EU漁業政策の動向分析
⑵ プロジェクト研究

重点的な政策研究課題として以下のプロジェクト研

究を実施した。
ア 世界の食料需給の中長期的な見通しに関する研究
（平成20年度～22年度）
イ 水田・畑作経営所得安定対策導入に伴う農業経
営・農地利用集積等の動向の分析（平成19年度～21
年度）
ウ 新たな農林水産環境政策の社会経済的影響評価に
関する研究（平成19年度～21年度）
エ 食料フローモデルによる消費者・実需者ニーズの
変化に対応した安定的な食料供給システムの確立に
関する研究（平成18年度～20年度）

⑶ 所内プロジェクト研究
研究所の専門性及び知見を活かした基礎的・先導的
研究として以下の政策研究を実施した。
ア 主要国の農業政策決定プロセス等に関する分析
イ 新たな参入者を活用した多様な主体の連携による
地域営農・資源管理システムの構築に関する研究
ウ 地方分権下における農政の推進主体・体制・体系
に関する調査研究

3 研 究 交 流

⑴ 客 員 研 究 員
農林水産政策研究所は、毎年外部の研究者を客員研
究員として任命し、その専門的知見により研究の推進
に有益な助言を得るようにしている。平成20年度は、
以下の者を総合的な視点からの助言を依頼する客員研
究員（総合）として任命したほか、42人の個別特定分
野ごとの客員研究員を任命し、専門的立場からの助言
を依頼した。
小泉 武夫 東京農業大学応用生物科学部醸造学科

教授
神野 直彦 東京大学大学院経済学研究科 教授
原 剛 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科

教授
松谷 明彦 政策研究大学院大学 教授

⑵ 外国人招へい
農林水産政策研究所は、毎年海外の著名な研究者を
招へいし、当研究所の研究者との研究交流、セミナー
やシンポジウムの開催を行っており、平成20年度は12
人を招へいし以下の取組を行った。
ア 中国農業科学院農業経済発展研究所より6名、韓
国農村経済研究院より6名の計12名の研究者を招へ
いし、北東アジア政策フォーラム第6回国際シンポ
ジウムを開催した。（平成21年3月）
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4 研 究 成 果

農林水産政策研究所では、研究成果をホームページ
に掲載するとともに刊行物とし配布した。

⑴ 機 関 誌 等
ア 農林水産政策研究所レビュー

所の研究活動全般を広く一般に知らせる広報誌と
して No.28（平成20年7月発行）～No.31（平成21
年3月発行）を刊行した。

イ 農林水産政策研究
研究成果の原著論文として論文、研究ノート、調

査・資料、書評を掲載する学術的資料として不定期
に刊行する。本年度は第14号（平成20年7月発行）
を刊行した。

ウ 農林水産政策研究叢書
統一的な課題による研究成果を書籍の形式に集大

成したものとして不定期に刊行する。本年度は第9
号(平成20年7月発行)を刊行した。

⑵ 研 究 資 料
研究実施課題に沿い実施された研究成果を取りまと

めた研究資料として、本年度は以下を刊行した。
行政対応特別研究［二国間］研究資料
第1号（平成20年8月発行）平成19年度カントリー
レポート 中国、韓国

第2号（平成20年8月発行）平成19年度カントリー
レポートASEAN、ベトナム

第3号（平成20年8月発行）平成19年度カントリー
レポート インド、サブサハラ・アフリカ

第4号（平成20年8月発行）平成19年度カントリー
レポート オーストラリア、アルゼンチン、EU
油糧種子政策の展開

所内プロジェクト［中国チーム］研究資料
(平成20年6月発行）中国の食料、農業、農産物貿易
等の動向

経営安定プロジェクト研究資料
第1号(平成21年3月発行）水田・畑作経営所得安定
対策下における集落営農組織に関する分析報告

第2号(平成21年3月発行）水田・畑作経営所得安定
対策下における集落営農組織等の動向と今後の課
題

［GM樹木］研究資料
(平成21年3月発行）遺伝子組換え樹木／遺伝子組
換え作物をめぐる諸外国の政策動向

第1章 大 臣 官 房

大
臣
官
房

― 45 ―





<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (None)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /sRGB
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 72
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 72
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 300
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /ConvertToRGB
      /DestinationProfileName (sRGB IEC61966-2.1)
      /DestinationProfileSelector /DocumentRGB
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /ClipComplexRegions false
        /ConvertStrokesToOutlines true
        /ConvertTextToOutlines false
        /GradientResolution 150
        /LineArtTextResolution 300
        /PresetName <FEFF005B4F4E89E350CF5EA6005D>
        /PresetSelector /LowResolution
        /RasterVectorBalance 0.750000
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [595.000 842.000]
>> setpagedevice


